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（3） 中心市街地活性化に向けた事業 

 海に近接し、水産業・水産加工業が充実する本市の特性を活用した、様々な事業・

施策が展開されている。 

表 1.8 中心市街地活性化の施策・事業一覧 
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1.6.5. 焼津漁港マスタープラン 

（1） 概要 

 静岡県が整備・管理を行っている特定第三種漁港である焼津漁港は、全国有数の遠

洋・沖合漁業の基地としてその名を知られる。関東と関西の中央に位置する立地条

件の良さや港内の静穏度が高いことなどにより、平成 24 年度の水揚量は全国 2 位、

水揚金額は全国 1 位を誇る。 

 同漁港には、焼津地区と小川地区があり、焼津地区では、カツオ・マグロの水揚げ

を主とした遠洋漁業、小川地区では、サバ・アジの水揚げを主体とした沿岸・沖合

漁業が盛んである。 

 

（2） 土地利用計画の現状 

 「焼津漁港マスタープラン」（平成 23 年 4 月）によれば、焼津漁港の土地利用計画

（用地整備）の現状は、以下のとおりである。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

図 1.29 焼津漁港土地利用計画図 

A：焼津内港地区 

第１船渠周辺の利用が低い（魚

市場移転跡地） 

B：焼津外港地区 

一部2線用地の利用が低い(当

初、水産加工工場関連冷凍冷

蔵施設誘致を想定) 

C：新港新屋地区、D：城乃腰地区

沿道帯状 2 線用地の利用が低

い 

E：新港鰯ヶ島地区 

方針(市民と漁港のふれあいの

場の創出)と異なる利用が行わ

れている 

G：小川内港地区 

市民と漁港の交流の場として、

更なる利用の拡大が可能 
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（3） 防災対策の取り組み状況 

 焼津漁港周辺には、古くから水産関連の加工業者や流通業者が集まって集落を形成

していた。度重なる越波から集落を守るため、明治時代の後半には防潮堤が整備さ

れた。 

 その後、海岸の侵食が進み、暴風時の高波により家屋や防潮堤に被害が及ぶように

なったため、昭和 45 年から防潮堤の建設や補強工事が実施されてきた。 

 現在は、平成 20 年度を初年度とする静岡県社会資本整備重点計画に基づき整備が進

められている。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

図 1.30 防災対策の取り組み状況 
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1.7. 焼津市がこれまで講じてきた地震・津波防災施策 

1.7.1. 焼津市がこれまで講じてきた地震・津波防災施策 

 本市では、東日本大震災以降、ハード・ソフトの対策を展開してきた。 

 しかしながら、静岡県第 4 次地震被害想定に照らすと、現対策では不十分な地域が

広範に存在し、対策に係る基本的な考え方・方針の確立が必要である。 

 陸域の津波到達時間を遅らせる『減災対策』には、様々な関連主体との調整や合意

形成が重要である。 

 効果的かつ効率的に対策を進めるためには、都市構造のあり方についての議論が不

可避である。 

表 1.9 地震・津波防災施策 

対策種類 内 容 詳 細 

津波避難場

所の確保・

整備 

民間ビルへの協力要請 3 階以上 RC 造の民間ビルへ、一時避難受け入れ要請 

民間施設改修への補助 津波避難施設設置にあたり、避難面積に応じた補助 

津波避難タワーの建設 海抜 5m 未満の地域において、津波一時避難場所を確保

津波避難経

路の整備 

避難経路の整備 山や県道に駆け上がるための避難経路、手すり、照明

灯設置 

階段手すりの設置 地域コミュニティ防災センターの屋外階段に手すり設

置 

非常照明灯の設置 避難施設にソーラー発電式の LED 照明灯設置 

円滑な避難

に向けた支

援策 

市内全域での避難訓練

の実施 

市内全域を対象に 5 分以内の避難を意識した訓練を呼

び掛け 

全自治会での避難地図

作成 

市内全 38 自治会において、会毎の津波避難地図を住民

と協働で作成、全戸配布 

避難施設の進入口表示 小中学校等の公共施設の進入口に表示 

ライフハンマーの配備 施設進入口のガラスを割ることができるようハンマー

配備 

1000 か所の海抜表示 日頃から地域の標高を認識し、津波災害に対する警戒

意識を高めるとともに避難時の参考とするため、海抜

を表示 

リヤカー購入補助 避難行動要支援者の避難及び支援活動を容易化するた

め、各自主防災会に配備を呼び掛け 

防災ラジオの有償配布 同報無線放送を受信できる防災ラジオ 8,300 台を有償

配布 

防災メールの導入 気象警報・地震津波情報等を配信するサービスを開始 

地域の防災

力向上に向

けた支援策 

専門家の講演や指導 企業や自治会、一般市民も参加 

DIG や HUG の実践 ハザードマップを作成する「DIG」や避難所運営シミュ

レーション「HUG」など、実践を含めたカリキュラム実

施 

避難行動要支援者を想

定した訓練 

自主防災会と民生委員が連携し、個別支援計画を作成 

地域の救助技術の向上 消防本部の特別救助隊や消防団を講師として講習会を

開催 
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1.7.2. これまでの地震・津波防災施策に対する市民の認識 

 「総合計画（基本計画）に関する意識調査」（平成 25年 1月実施）の結果によると、

非常時の食料や飲料の備蓄、家具類の固定、消火器具の配備等、自宅での災害に対

する備えを行っている市民の割合は半数程度にとどまっている。 

 今後取り組んでいく必要があると考えている備えとしては、「避難場所や避難路の

確認」や「必要物資の備蓄」については半数以上が認識しているのに対し、「建物

の耐震化」や「防災訓練等の実施・参加」、「地域コミュニティの充実」について

は 20％前後であり、いまだこれらの必要性についての認識が十分に浸透していない。

「自助」への意識の更なる向上が求められる。 

 また、特に若年層においては、自主防災会や消防団等の防災活動について知らない

割合が高く、より幅広い層を対象に「共助」の取組みを広げていくことが課題とな

っている。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

図 1.31 市民の自宅での備えに関する状況 

（「総合計画（基本計画）に関する意識調査」より） 

0% 25% 50% 75% 100%

10代

20代

30代

40代

50代

60～64歳

65～69歳

70代以上

備えている 備えていない 無回答

設問：あなたのお宅では、災害に対し、以下の備えをしていますか。 

0% 25% 50% 75% 100%

10代

20代

30代

40代

50代

60～64歳

65～69歳

70代以上

備えている 備えていない 無回答

●非常時の食料として、3日分以上を備え

ている 

●非常時の飲料水として3日分以上を備えている

（必要量：1人 1日 3リットル以上） 

凡例 凡例 

0% 25% 50% 75% 100%

10代

20代

30代

40代

50代

60～64歳

65～69歳

70代以上

固定している 固定していない

無回答

0% 25% 50% 75% 100%

10代

20代

30代

40代

50代

60～64歳

65～69歳

70代以上

備えている 備えていない 無回答

●大部分の家具類を固定している ●消火器具（消火器、水バケツ等）を備えている

凡例 凡例 
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図 1.32 市民が今後取り組む必要があると考えている災害に対する備え 

（「総合計画（基本計画）に関する意識調査」より） 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

図 1.33 市民が認識している自主防災会等の活動 

（「総合計画（基本計画）に関する意識調査」より） 

 

0% 25% 50% 75% 100%

10代

20代

30代

40代

50代

60～64歳

65～69歳

70代以上

0% 25% 50% 75% 100%

10代

20代

30代

40代

50代

60～64歳

65～69歳

70代以上

設問：あなたは、災害に備え、市民として今後特に取り組んでいく必要があるとお考えのこ

とはありますか。（複数回答・3つまで） 

49.8%

60.4%

29.0%

23.4%

56.2%

18.2%

2.1%

4.9%

0% 25% 50% 75% 100%

緊急時連絡体制の確認

避難場所や避難路の確認

建物の耐震化

防災訓練等の実施・参加

必要物資の備蓄

地域コミュニティの充実

その他

無回答

0% 25% 50% 75% 100%

10代

20代

30代

40代

50代

60～64歳

65～69歳

70代以上

設問：あなたが住む地域にある自主防災会や消防団等で、以下のような活動を行っているこ

とを知っていますか。 （回答は抜粋） 

●火災や地震や風水害の知識、初期消火や

救助や応急手当の知識・技術などを身に

つけるための講習 

●地域の人々が参加する防災訓練 

●地震時の住宅への被害を少なくするた

めの対策（耐震対策）を呼び掛ける活動

●災害時における地域の連絡体制 

0% 25% 50% 75% 100%

10代

20代

30代

40代

50代

60～64歳

65～69歳

70代以上

知っている 知らない 無回答凡例 


